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1. はじめに 

プレストレストコンクリート ( 以下 PC) 建設産業は、 過去半世紀の 間、 欧米から導入した 

PC 技術を応用しつつ 社会資本整備に 寄与してきた。 橋梁工事を主体とした 極めて公共性の 高 

い産業と言える。 PC とは、 緊張 材 によってあ らかじめ計画的にコンクリートに 応力が与えら 

れている一種の 鉄筋コンクリートであ り、 建設資材の高度化といった 技術的流れの 中で発展し 

てきた。 

本報告では、 PC を建設資材という 観点でとらえ、 競合する 鋼 あ るいは鉄筋コンクリート ( 以 

TRC) との比較を社会全体の 負荷低減といった 指標で実施し、 PC 建設産業の課題とヌ 寸心 に 

ついて論じた。 

2. 建設産業の中での PC 建設産業の位置づけ 

(1) 階層化された 社会資本の中での PC 技術 

PC ヰ支術は 、 社会資本整備を 進めていく中で 階層化された 体制下の一端として 発展し 

てきたが、 建設資材として 極めて重要な 役割を担っている。 

例えば、 道路事業において、 PC 技術は、 当該事業を一般道路にするのか 高速道路に 

するのか、 一般道路を国道にするのか 地方道にするのか、 あ るいは地形条件によって 道 

路を土工、 トンネル、 橋梁どれにするのか、 橋梁を鋼橋、 PC 橋 、 RC 橋 どれにするの 

かといったステージの 異なった階層的な 社会資本の中で 存在している。 

(2) PC 建設産業の現状 

PC 建設産業の市場規模いとしては、 1999 年度の受注実績 額 が約 5 。 800 億円であ り、 

同年、 わが国の総建設投資額の 約 709,000 億円に対し 0 ． 巳 、 政府建設投資額の 約 350,000 

億円に対し l. n% の 占有率であ る。 

道路事業費に 対する PC 受注額の比率は、 図一 1 に示すとおり、 近年若干の上昇傾向 

にあ るものの、 概ね 4 ～ 5% 台を確保し比較的安定している。 

 
 

 
 

 
 

        
図一Ⅰ 道路事業費および PC 受注額の推移 

次に、 PC が建設資材として 競合している 鋼 、 鉄筋コンクリート ( 以下 RC) との 比 
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較を道路橋の 実績延長で実施する。 

表一 1 は、 橋梁における 各材料 別 実績延長 " を 示している。 これらから次のことが 認 

められる。 ①鋼橋、 RC 橋の実績延長比率は、 198(@ 年から 2000 年の 20 年間で 7, 6 ポ 

イント各々減少している。 ② PC 橋の同比率は 11 ポイント急増している。 これらの要 

因としては、 PC 技術の発展による 適用性の向上およびコスト 低減などが考えられる。 

表一 Ⅰ 道路橋の各建設資材 別 実績延長 (km) 
鋼橋 PC 橋 RC 橋 その他 

1980  年 1333 479 494 95 
(56%) (20%) (21%) ㏄ 九 ) 

2000  年 3940 2480 1183 421 
㈹ 9%  ) (31%) (15%) (5%) 

2000/1980 2. g6 5.  18 2. 39 4. 43 

上段 : 橋梁延長、 下段 : 材料 別 比率 

3. 各指標を用いた 産業および工法比較 
今後、 建設市場は縮小傾向にあ り、 建設主要資材として、 鋼 、 RC および PC の競合が激化 

することが予想される。 それらに対応していくためには、 社会全体の負荷を 小さくする技術を 

開発して い くことが最良策と 考えられる。 

ここで は 、 産業面で労働生産性、 技術面で環境負荷およびライフサイクルコストに 各々焦点 

をあ てて検討した。 

(1) 労働生産性 ( 付加価値労働生産性 ) 

ここでは、 労働生産性について 産業別 ( 全産業、 製造業、 建設業 ) および全建設産業 

と PC 建設産業との 比較を実施した。 

付加価値労働生産性二売上高一所給付原価 

前給付原価二原材料干支払経費 十 減価償却 費 

本分析は、 大蔵 省が実施した 年次別法人企業統計調査結果の 値㈲を用いた。 図一 2  産 

業別労働生産性によれば、 建設業の顕著な 傾向として以下が 挙げられる。 

①建設業の労働生産性は、 他産業を比較して 概ね低 い ②バブル崩壊の 影響が鈍 

い ③ り ストラが遅れている 
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図一 2  産業別労働生産性 

一方、 Pa 建設産業における 労働生産性の 傾向としては、 以下が挙げられる。 

①全産業と比較して 約 2 割瓜 ぃ ②資本金の階層間による 生産性の差異が 認め 

られない ③受注額の変化に 連動している 
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(2) 環境負荷 

主要材料別による 環境負荷と工事費比較 

土木学会、 環境負荷評価研究小委員会第 5WG りにおいて、 環境負荷を考慮した 橋梁 

形式選定を提案している。 そのケーススタディの 結果は、 表一 2 に示した。 

美一 2  C  O  o 排出要、 目 工事費のと ヒ較 ム L 上部工 十 下部工 )  来 

C  O  。 排出量 ([.c) 工事費 (f 円 ) 

1 案 鋼 桁橋 359. 3 363 ・ 700 

2 案 PC 桁橋 358. 7 327 ・ 600 

3 案 RC 橋 395. 5 337 ・ 500 

Ⅹ 橋長 81m 、 幅員 18m 、 上部工 + 下部工 

上表の結果は、 あ る立地条件を 仮定したものであ り、 普遍的な傾向を 示すものではな 

いが、 COo 排出量で RC 橋 、 工事費で 鋼 桁橋が各々劣っている。 

(3) ライフサイタルコスト ( 以下 LCC) 

LCC の考え方を適用するには、 超 ¥00 年レベルの供用年数を 設定する必要があ る。 

1 年当たりの LCC を LCC/T とすれば、 以下の式により 表される。 

L CC/T 二 ( I +SMl ( t) +SR} /T 

ァノ し """ @ @" T : 初期建設費用 

ガ M  (t) : 毎年の維持管理費用の 総和 

児 R : 更新費用の総和 

T : 供用年数 

t) 主要材料別による LCC の試算 

鋼 桁橋、 PC 桁橋および RC 橋 各々について、 LCC の試算をする。 ケーススタディ 

としては、 前項、 土木学会の事例を 対象とし、 供用年数を T 二 l00 年と仮定した。 

なお、 初期コストに 対する LCC の比率は、 国土交通省土木研究所の 報告書 " を 参考 

にした。 

泰一 3  主要材料 別 LCC 試算結果 ( 上部 1 十 下部 1) 
mf  円 ) (f  円 )   L C C C C/T. 

1 案 錦端 琳喬 363 。 700 8. 0 2. gog, 6oo 29, 096 
2 案 PC 桁橋 327.  600 5. 0 l. 638. ooo 16,380 
3 案 RC 橋 337 ， 500 6.  5 2, 1g3. 8oo 21, 938 

美一 3  主要材料 別の LCC 試算結果によれば、 1 案 : 圏 : 3 案の比率は、 初期 コ 

ストで 1. 11:1.00:1.03. LCC Ⅰ T で 1. 78:1. 00:1. 34 となっている。 初期コスト比 

率と I,CC/T 比率とで大差が 認められ、 橋梁形式選定には、 LCC 評価手法を導入 

することが重要と 考えられる。 

構造物の耐久性喪失要因としては、 鋼橋では腐食、 疲労および 宋 版の損傷、 コンタリ 

ート橋でコンクリートの 亀裂・剥離および 床 版の損傷が挙げられる。 技術面として 重 

要 なことは、 耐久性喪失要因のメカニズムとその 防止法の確立であ る。 

2) PC 橋の施工法別による 環境アセスメントを 考慮した l,CC の試算 

PC 橋の建設工事に 関し、 プレキャスト 桁 架設施工法と 場所打ち固定式支保工施工法 

との環境コスト " を 考慮した LCC 比較を表 一 4 に示した。 

一工 99-- 



表一 4  PC 橋の施工法則 LCC 比較 ( 上部工 ) % 
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 消費エネルギー ( 千円 ) Ⅰ ， g4o 4. 14o 

㊨ ， / ① Xl00 Ⅰ ． ，井 り ; 3. o 拷 

電力換算 (kWh) 108.  900 232,900 
⑪ 托円 二酸化炭素処理コト 830 1, 770 
環境 コ卦 大気汚染物質処理コ % 60 120 
① 十 ①初期コスト ( 千円 ) 128.  990 140.  440 

㊤ LCC 比率 5. 0 5. 0 

初期コスト X  ㊦ /  T  ( 千円 ) 6450 7020 

Ⅹ 橋長 92m60(L 、 幅員 l0m700 

消費エネルギ 一の費用は上部 1 工事費に計上 

上表により、 次のことが言える。 

① a 案は、 上部工初期コスト、 環境アセスメントおよび LCC 、 全てに有利で 

あ る 

②環境コストは、 全工事費の 1 % 程度であ る 

3) LCC の低減策 

PC 橋は、 I,CC について鋼橋、 RC 橋と 比較して、 材料，構造特性の 面で優位にあ 

ることが理論的に 認められる。 

しかしながら、 PC 橋の LCC 評価においては、 耐久性が施工の 良否に大きく 影響す 

ること、 メンテナンスの 実績が少なくデータが 乏しいことなどといった 課題があ る。 

PC 橋の LCC を低減するためには、 最小限の維持管理により 長寿命化を図ることで 

あ る。 そのためには、 初期コストが 多少高くなっても、 高性能コンクリート、 エポ キ 

- ン 塗装鋼材などを 積極的に採用することが 必要であ る。 

4. まとめ 

以上、 PC 建設産業の現状と 産業特性についての 概略を論じた。 これらの点を 踏まえた上で、 

今後、 当産業を発展させていくために 不可欠な事項を、 産業・技術のそれぞれの 視点から改め 

て指摘した い 。 

まず、 産業としてほ、 労働生産性の 向上を図るために 現場生産から 工場生産に生産方式を 転 

摸 することが必要であ る。 技術面としては、 環境負荷の軽減、 LCC の低減に効果のあ る部材 

のプレキャスト 化の推進が重要であ る。 

しかしながら、 その目標を達成していくためには、 産官学の協調体制による PC 技術の多面 

胸高度化が重要であ り、 その体制を構築・ 強化していくことこそが 今後の PC 建設産業におけ 

る 最大の課題であ ると考える。 
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